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質問項目Ⅱ．マイナンバーカードの交付率について 

①　政府のマイナンバーカードの押し
付けに対する条件変更について
　政府は、今年 6 月 30 日からマイナポイ
ント第 2 弾を本格的に始め、最大 2 万円
のポイントを付与するとし、9 月末までに
申請すると制限していましたが、現在も引
き続き申請を受けていますが、政府の押し
付けの条件変更はどうなっているか。また、
県内自治体の 9 月～ 11 月末の交付率の状
態はどうなっているか、質問しました。

②　政府の反動に対する住民保護の自
治体防波堤について
　政府の反動に対し、本市は 9 月 30 日及
び 10 月 31 日では 20 自治体中 19 位で、
11 月 30 日では 20 位です。これは政府の
マイナンバーカードの問題を住民のみなさ
んが問題ありとの認識で、参加を拒否して
いる状況です。
　政府は、マイナンバーカードの交付率に
応じて、来年度から国が自治体に配る地方
交付税の算定に差をつける方針を明らかに
しています。全国の自治体の中からは、マ
イナンバーカードの普及と絡めるのは筋違
いだとの批判の声が上がっていると言われ
ています。
　こうした政府に対し、自治体、議会から
マイナンバーカード、マイナンバー制度の
廃止を求める意見書を届けようと質問しま
した。

＜総　括＞
　私は、これまでデジタル化の質問でも、現政府が進めているデジタル化の問題を、①プライバシーを侵害する恐
れがある。②デジタル化によって行政サービスが低下する。③統一、標準化とマイナンバーによって監視社会がつく
られる。④官民が一体で推進するデジタル改革で大企業のもうけに個人情報が利用されると指摘してきました。加
えて、マイナンバー制度は、日本経済団体連合会などの要望のままに、国民の所得、資産、社会保障給付費を把握し、
国民への徴収強化と社会保障費の削減を進める仕組みと言われているとなっています。こうしたデメリットの解消
対策を進めるべきと考えていますので、見直しを求めます。
＜さいごに＞
　質問Ⅰでは、住民のいのち・くらし一番に守る市政の実践ですので、質問Ⅱでも、住民のいのち・くらし一番に
守る市政で、政府の反動内容を是正する意見を届けて改正を求めるべきと要請します。
　市民のみなさん、自治体を住民守る防波堤にすべく、ご一緒にお力併せて進めていきましょう。

＜答弁要約＞　
　 政府が行っているマイナポイントキャンペーンの第 2 弾は、当
初カード申請期限を 9月末までとしていたが、12月末までに延長し、
ポイント申込期限は令和 5年の 2月末までとしている。
　当市も、マイナポイントキャンペーンに合わせた広報や、9 月～
12 月を申請受付強化月間として、窓口の時間延長や休日開庁を行
いながら、マイナンバーカードの普及促進に努めている。
　四国中央市の 9 月以降の交付率は、9 月が 38.93％で全市町中
19 位、10 月は 44.35％で 19 位、11 月は 49.72％で最下位の 20
位となっている。
　最新となる 11月末において愛媛県の平均交付率は５８．４５％、
全国平均は 53.88％で、本市も交付率 5 ポイントずつ上昇してきて
いることから、今後も更に交付率を上げるための対策を実行してい
きたい。
　県内 20 市町の全体的な傾向としても 2 月末のマイナポイント付
与のための申請期限１月末まで現在の交付率の上昇傾向が持続され
ると考えている。

＜答弁要約＞　
　 マイナンバーカードの普及促進についての体制強化をはかるた
め、11 月よりマイナンバーカード推進室が設置され、具体的な施
策の企画立案と実施を行っていくとしている。
　マイナンバーカードの交付率が低いことに関しては、より積極
的な対策として、ショッピングセンター等での申請コーナーや出
張申請サポートの一層の充実、申請用写真撮影機の設置など申請
機会の充実に係ることや、マイナンバーカードについての広報、
カードの利活用についての検討を行っていくことにより、交付率
の上昇につなげていきたいと考えている。
　なお、普通交付税の算定への影響についても、マイナンバーカー
ドが地域のデジタル化の基盤となるツールであり、カードの普及
が進んだ自治体において、カードを利活用した行政サービスを含
む地域のデジタル化に係る取組が、他の自治体に比して、より一
層展開されるとの考えから、普通交付税の算定に反映する検討を
行い、自治体における地域のデジタル化に財政需要を的確に反映し、
自治体の取組をしっかりと支えるという考え方で検討が進められ
るものであり、マイナンバーカードの交付率が低ければ減額され
るという趣旨のものではないと考えている。
　そのため市は、地域のデジタル化の中心となるマイナンバーカー
ドの普及促進に更に取り組むとともに、今後のデジタル化社会を
見据えた施策や整備を進めていく立場にあると考えている。
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日　　程 内　　容

令和４年 12月下旬 システム改修開始

令和 5年 １月
医師会・歯科医師会等周知
拡大対象世帯（今年度高校１～２年生年齢）へ申請書と案内文
書を発送（下旬）

２月
広報２月号、ＣＡＴＶ等による市民周知
市内医療機関へ説明文書配布
新規対象世帯からの申請書受付

３月 新高校１～ 3年年齢者、新小学１年生受給者証発送

４月
制度開始（４月診療分より）
小学２年生～中学３年生へ期限延長の新受給者証発送

【予算】

　　１２月補正予算計上　2,874 千円（システム改修費、受給者証印刷発送費用等）
　　（参考）令和５年度当初予算扶助費増額分見込　約 5,400 万円　　

　私たちは高校卒業までの医療費完全無料化を 1年も超えて求めてきていました。今回の 12 月
議会で 18 歳までの医療費完全無料化を令和 5年度より実施すると確定しました。
　今回は 18 歳到達後の年度末までとし、高校生だけでなく拡大し経済的負担の大きくなる高校
生年齢世帯の負担を軽減し、安心して子育てができる環境整備を図ることを目的とし改正する
と、いのち・くらし一番に守る市政の実践で本当に素晴らしい施策です。質問・答弁の内容を
紹介します。

①対象拡大の要因と実践の発展内容について
　第 1 条中「保護者」を「保護者またはこども」に改めるとしてい
ますが、こどもを加えた要因（大事な原因）と実践の発展内容につ
いて具体的にわかりやすく説明を求めます。
【答弁要約】　
　今回の条例改正は、経済的負担の大きくなる高校生年齢世帯の負
担を軽減し、安心して子育てができる環境整備を図ることを目的と
し改正した。
　市は、国による全国一律の子どもの医療費助成制度の創設が望ま
しいと考えるが、昨今の物価高騰など家庭の経済状況は厳しさを増
す中、市独自による助成を早急に行うべきとの判断に至った。
　今回の改正により対象となる子どもは、「18 歳到達後の最初の年
度末までに該当する子ども」としており、学生とは限定していない
ため、様々な方が対象になると想定される。高校等に進学した方、
現在無職ながらも就職活動されている方、すでに就職されている方、
ひいては結婚された方なども含むことになる。そのことから、当市
の将来を担うこども本人にも助成を行えるよう改正を行う。
　また令和 4 年の民法改正により、成人年齢が 18 歳に引き下げら
れたことから、成人した子どもの親へ助成ができないことから、成
人した子どもの親へ継続して助成が出来るよう今回の条例改正では、
第 2 条 2 項中に「成年に達したこどもに係る当該者であった者」を
追加し、対応している。
＜総　括＞
　　国の方針決定に先行するとの決断と、高校生以外の 18 歳まで
も対象者に追加されたのは、大変素晴らしいです。

②「満 15 歳」を「満 18 歳」に改めるなどの点について　　　　
　これまでは、我々も高校卒業までの医療費完全無料化を 1 年も超え
て求めてきましたが、今回は高校生だけでなく拡大された理由と、「市
長が特別の理由があるものと認める者」を加える内容の説明を求めます。
【答弁要約】　
　助成対象者を高校生のみと限定せず年齢要件とした理由は、義務教育
終了後、家庭の経済状況により進学できない子や、定時制や高専など卒
業までの年数が違う様々な進路の選択肢がある中で、年齢での設定が最
も不公平感が無いと判断した。
　全国的に見ても年齢要件を採用している自治体が多く、県内でも学生
以外の子どもも対象としている自治体が大半である。
　また、「特別の理由があると認める者」を加えることは、条例で子ど
もの住所要件を設けていることから、進学や入院により助成対象から外
れないよう規定するもの。例えば、保護者は本市に在住しているものの、
子どもが市外の学校に進学のため転出するケースなどが考えられるが、
それ以外にも想定外の事情があった場合に、本市に関わる助成が必要な
子供が、対象から漏れることのないように改正する。
【総　括】
　高校生のみと限定せず年齢要件として満 18 歳までとして対象を拡大
する内容、そして「就学による転出」の取扱いについて、現行は対象外
で改正後は対象となっているとの内容、高校生以外は勿論、中学生を対
象外としていたのを対象として拡大に加えていくとしたことなど、内容
を充実させたのは当該者に喜ばれますね。評価いたします。

③令和 5年 4月 1日からの条例施行について　
　議案等説明会参考資料の市民部国保医療課の「こども医療費助成
条例等の一部改正の概要について」の答弁していない部分を提示し
ます。左の【予算】と【スケジュール（案）】です。

質問項目  Ⅰ. 本市のこども医療費助成条例の一部改正について

【総括】　すごく改善される内容の実践に期待し感謝します。

【スケジュール（案）】

18 歳までの医療費完全無料化が実現


